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労働安全衛生法検査項目の見直し－C 型肝炎検査を含むウイルス肝炎検査の 
追加に関する要望書 

 
日本における C型肝炎（HCV）の感染者数は、2000 年時点で 190 万人から 230 万人と

推定されています 1。現在では、住民健診などで HCV 検査の受検が可能となり、HCV 感

染が確認された患者は治療にかかる費用の助成を受けることも可能になりました。また

近年、HCV に対する抗ウイルス治療は進歩し、直接型抗ウイルス薬（Direct Acting Anti-

viral：DAA）により、確実なウイルス排除を目指すことが可能になりました。これらの

結果、日本の一般集団における HCV 感染者数は減少傾向にあります 2。さらに治療薬の

進化によりウイルス性肝炎治療環境も変化したこともあり世界保健機関（WHO）は、2030

年までにウイルス性肝炎を撲滅するための戦略を全会一致で採択し、肝炎を抑制するた

めの政策実施の必要性を宣言しました 3。しかしながら、日本が WHO の撲滅目標を達成

するためには、C型肝炎検査を含むウイルス肝炎検査を拡大しより多くの感染患者を治

療につなげる必要があり、撲滅目標の達成には課題が残されています。 

 

特に職場では、採用した際の雇入れ時健診、35 歳時、40 歳以上の定期健康診断など

が法令で義務化され、血液を採取する機会が高頻度であるにも関わらず、職域における

肝炎検査の受検や対策は遅れています。一般定期検診項目には肝機能検査が含まれてい

ますが、肝機能検査では肝炎に罹患しているかは判定できなく、また、肝機能検査で異

常になった場合には肝炎が既に進行していることも少なくありません。ウイルス肝炎検

査は将来の肝がんの発症を予知できる数少ない検査です。 
 
これまで、職域での肝炎検査実施率のデータは限られており、職域で 1000 万人の健

診にて肝炎検査の実施率についてはわずか約 5％であり、この検査実施率は同一施設で

毎年の受検である可能性が高いとされています。平成 30 年度厚生労働科学研究費補助

金研究における約 50 万人の検査結果から、HCV 抗体陽性は 0.35％であり、既往感染が

約半数含まれることから、治療が必要な HCV 肝炎は、0.2％弱と考えられます。その結

果、これらの値から 5600 万人の労働者における HCV で治療の必要な感染者が 11 万人存
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在する可能性が示唆されています 4。 

ウイルス性肝炎は、その歴史的背景から個人情報の取り扱いへの配慮もあったことか

ら職域検査では積極的に取り上げられていませんでしたが、健康情報を含む労働者の個

人情報の保護に関し、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）及び労働

者の心身の状態に関する情報の適正な取り扱いのために事業者が講ずべき措置に関す

る指針（平成 30 年 9 月 7 日労働者の心身の状態に関する情報の適正な取り扱い指針公

示第 1 号）等の関連する指針等が定められており 5、個人の健康情報は適正に取り扱わ

れる運用となっている現在は、職域において適切に推進されるべきと考えます。 

 

また近年は女性の社会参画も増え、これまで受検機会がなく見過ごされてきた女性に

も等しく検査を提供する機会にもなります。一般に 50 歳以上の方においては、HCV 陽

性率は 1％前後の感染率であり 6、今後の肝がん発生防止としても早急な対策が必要あ

る一方で、医療職等の感染危険職種を除けば、多くの方は生涯に一度検査を実施すれば

よく、職域において計画的に肝炎検査を実施し肝炎感染者が若い段階で、拾い上げを行

うことで、将来的な肝がん発生を相当に減少させることが期待できます。 

 

つきましては、職域検査の血液採取時には、生涯に一度 C型肝炎検査を含むウイルス

肝炎検査がされるよう労働安全衛生法検査項目の見直しについてご検討・ご尽力賜りま

すよう、ここに本要望書を提出いたします。 

以上 
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厚生労働省労働基準局安全衛生部 労働衛生課長 殿 

 

労働安全衛生法に基づく一般健康診断への血清クレアチニン値の追加に関する要望書 

 

一般社団法人日本腎臓学会 理事長  南学正臣 

 

貴省において「労働安全衛生法に基づく一般健康診断の検査項目等に関する検討会」が開催されていると

存じます。弊学会として、一般健康診断の検査項目に血清クレアチニン値の追加をご検討いただきたく願っ

ております。 

 

日本の勤労世代（20 歳～65 歳）において慢性腎臓病(CKD)患者は約 250 万～500 万人とされており、CKD

は勤労世代においても身近で大きな問題です。 

 

CKD は労働安全衛生の観点でも、重要な疾患です。長時間労働、夜間勤務や、労働により起こりうる睡眠

不足、運動不足等は CKD の発症もしくは進行のリスクとする研究結果があります。また、夏季、高熱環境で

の労働によって引き起こされる脱水も腎機能低下を加速します。業務上の化学物質暴露によって腎障害が

引き起されることもあります。CKDは進行すると、末期腎不全に至り、多くは生命維持のために人工透析が必

要な状態に陥ります。日本透析医学会の統計調査では、毎年約 1 万人の勤労世代が、新規に透析を導入

されています。 

 

人工透析は、労働者の就労時間を奪うのみでなく、施行には多額の医療費を必要とします。代表的な透析

療法である血液透析では、通常週 3 回、4 時間/回の治療が永続的に必要であり、透析中は就労が困難と

なります。血液透析には患者一人あたり年間約 500～600万円もの医療費を要するとされます。また、透析ま

で至らなくとも、CKD が進行すると、全身の浮腫、倦怠感の症状が出現する上、心血管病、高血圧、骨変化、

貧血等を合併し、医療費が漸増するだけでなく、労務量に一定の制限が必要になります。 

 

近年 CKDの治療法は進歩し、CKDは治療可能な疾患となっています。適切な薬物介入や療養指導等によ

って CKD の進行を抑制し、末期腎不全の発症リスクを下げることができます。 

 

有効な治療介入には、CKD の早期発見、早期介入が重要です。CKD には尿検査異常が出にくいタイプの

腎疾患も含まれており、現在の尿検査のみの健康診断では、多くの CKD患者を見落としていると考えられま

す。血清クレアチニン値を一般健診項目に加えることで、CKD 患者を早期に発見し、早期治療介入に結び

つけ、結果として末期腎不全への到達、人工透析の導入を遅延させ、労働者の活力の向上、保険医療財政

の健全化に寄与できると考えます。 

 

医学的な根拠等の詳細については、別添の参考資料もご参照いただけると幸いです。 
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「健診項目を検討する際の要件、着眼点（労働安全衛生法に基づく定期健康診断等のあり方に関する検討会 報告書 

H28年）」に基づき、血清クレアチニン値を追加する論拠を以下の様に整理いたしました。 

 

1） 対象とする健診項目：血清クレアチニン値 

・血清クレアチニン値は腎機能を評価する指標である。慢性腎臓病（Chronic Kidney Disease:CKD）は血清クレアチ

ニン値から算出する eGFR値と検尿によって定義づけられる。 

2） 業務起因・業務増悪 

・過労や過度の肉体労働、睡眠不足、長時間労働は腎機能低下のリスクとなる。夏季、高熱環境での労働によって引

き起こされる脱水も腎機能低下を加速する。 

3） 事後処置 

・血清クレアチニン値（及び eGFR 値）と検尿所見（特にタンパク尿）に基づき、CKD に該当すると判断した場合は、

事業者は、医療機関の受診を勧奨する。医療機関では CKD の重症度（ステージ）に応じて、生活指導（食事、血圧

管理、服薬指導等）、就労上の注意を本人に伝達する。必要に応じて事業者に就労上の注意を伝えることになる。 

・CKD重症度の応じての生活・就労指導が実施されるため、過度な就労制限は回避できる。 

4） 検査の目的、対象、方法 

(1) 目的：CKDの発見、重症度の評価 

(2) 対象：全健診受診者 

(3) 検査方法・検査頻度：1 回／年 他の項目と同時に採血 

5） 検査の精度、有効性、基準値 

・検査は標準化されており、血清クレアチニン値の基準値は男性 0.7～1.1mg/dl, 女性  0.4～0.8mg/dl（臨床検査

医学会）。 他の血液生化学検査と同様に施設において精度管理が実施されている。 

・推算 GFR(eGFR)は以下の式で算出される。大半の医療機関・検査会社等で血清クレアチニン値を測定すると自動

的に eGFRが計算され、表示されるようになっている。 

男性：eGFRcreat=194×Cr-1.094×年齢（歳）-0.287 

女性：eGFRcreat=194×Cr-1.094×年齢（歳）-0.287 ×0.739 

6） 健診の運用 

他の血液生化学検査と同様に巡回健診も実施可能。全対象者に可能。 

7） 検査費用 
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検査費用は通例、他の生化学検査を包括して請求されるのが通例である。血清クレアチニン検査単独では 50－100

円程度で設定する場合が多い。 

8） 検査情報の把握 

事業者が労働者の腎機能を把握することは、労務管理を行う上でも必要であり、許容できる。 
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労働安全衛生法に基づく一般健康診断への
血清クレアチニン値の追加に関する要望書

参考資料
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慢性腎臓病（CKD）は、新たな国民病の1つです。

腎臓は血液をろ過して、体の中に溜まった老廃物や水分、取り過ぎた塩分などを尿
と一緒に体の外へ出す働きをする臓器です。CKDは、１つの疾患の名称ではなく、
腎臓の働きが徐々に低下していくさまざまな腎臓病を包括した総称です。
CKDは進行すると末期腎不全に至り、生命維持のために人工透析が必要な状態に陥
ります。CKDは重症化するまで自覚症状がないことが多いため、健診での発見が重
要です。

出典：厚生労働省腎疾患政策研究事業 普及啓発資材「腎臓で後悔したくないあなたへ」7



腎臓病のスクリーニングには現状の尿検査のみの評価では不十分であり、
血清クレアチニン検査の追加が必要です。

尿検査は腎臓の障害を評価するために有用な検査であり、血清クレアチニン値
は腎臓の機能を評価するために有用な検査であるため、腎臓の状態を評価する
際には検査の機能が異なります。尿検査と血清クレアチニン検査は、いずれも
腎臓病の検査として簡便でありながら、要の検査です。

①尿異常、画像診断、血液、病理で腎障害の存在が明らか
特に、0.15g/gCr以上の尿蛋白(30mg/gCr以上のアルブミン尿）の存在が重要

②糸球体濾過量（GFR） < 60mL/分/1.73m2の腎機能低下
（通常、GFRの評価には、血清クレアチニン値、年齢、性別から算出される推算糸球
体濾過量（eGFR）を用いる。）

①、②のいずれか、または両方が3ヶ月以上持続する

CKDの定義

出典：CKD診療ガイド2012（一部改変）

eGFRは以下の式で算出されます。大半の医療機関・検査会社等で血清クレアチニン(Cr)値
を測定すると自動的にeGFRが計算され、表示されるようになっています。
• 男性：eGFRcreat=194×Cr-1.094×年齢（歳）-0.287

• 女性：eGFRcreat=194×Cr-1.094×年齢（歳）-0.287 ×0.739
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(図)日本におけるステージ別、成人CKD患者数。図中赤枠で囲まれた部分のCKD患者は、尿検査のみでは
診断されない。（出典：CKD診療ガイド2012）

現状の検尿のみの評価では多くのCKDを見落としています。

労働安全衛生法に基づく定期健康診断項目には、尿検査は入っておりますが、2005
年の調査において、日本のCKD患者1,330万人の内、約1,000万人は尿蛋白(-)～(+-)で
あったという報告があり、現在の尿検査のみの評価では、近年増加傾向にある腎硬化
症等の、尿検査異常が出にくい多くの腎臓病を見落としていると思われます。
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勤労世代においてもCKDは重要な疾患です。

2015年の調査結果では、日本の勤労世代(20～65歳)におけるCKD患者は約250万～500
万人と推定されています。※１CKDは高齢者に多い疾患ですが、勤労世代でも注意が必
要な疾患と言えます。日本透析医学会の統計調査の結果では、年間約1万人の勤労世
代が、新規に透析を導入されています。また、2022年末の日本の透析患者総数は約35
万人とされており、そのうち約10万人が勤労世代です。

※１ Clinical and Experimental Nephrology 2021: 25:885–892.

(図)勤労世代における新規透析導入患者数は毎年1万人程度で推移しており、少子高齢化による労働人口の減少の
影響を考慮してもいまだ高い水準。 (日本透析医学会 わが国の慢性透析療法の現況 統計調査資料より作成)10



労働による様々なストレスはCKDの発症・進行のリスク

以下のストレスはCKD発症・進行のリスクとされています。

• 長時間労働
• 夜間勤務による生活リズムの乱れ
• 睡眠不足
• デスクワーク等による運動不足
• 高温環境での労働による脱水
• 業務上の事由による化学物質暴露（砒化水素やカドミウム、水銀等）など

出典：厚生労働省腎疾患政策研究事業 普及啓発資材「腎臓で後悔したくないあなたへ」

(図)厚労科研研究班のCKD普及啓発
資材では、寝不足・過労が続いて
いることをCKDリスク因子の1つと
して啓発している。
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労働に関わる事項とCKD発症進行のリスクの関連についてのエビデンス①

長時間労働はCKDの発症のリスク

18歳以上の健診受診者97,856人を対象としたコホート研究で、長時間労働はCKDの発症
リスクの増加と関連した。

1週間の勤務
時間(時間)

人年 発生数
発生レート(/ 1
万人年) (95% CI)

調整後ハザード比 (95% CI)
時間依存型共変量を
用いたモデルでのハ
ザード比 (95% CI) 

モデル 1 モデル2 モデル3 モデル4

35‐40 67 954.0 24 3.53 (2.37‐5.27) 1.00 (reference) 1.00 (reference) 1.00 (reference) 1.00 (reference) 1.00 (reference)

41‐52 209 011.2 95 4.55 (3.72‐5.56) 1.55 (0.98‐2.46) 1.54 (0.97‐2.45) 1.51 (0.95‐2.40) 1.51 (0.95‐2.40) 1.50 (0.95‐2.39)

>52 106 395.2 66 6.20 (4.87‐7.90) 2.06 (1.27‐3.34) 2.07 (1.28‐3.36) 1.98 (1.22‐3.22) 1.99 (1.22‐3.25) 1.95 (1.20‐3.18)

P for trend 0.002 0.002 0.004 0.005 0.006

[各モデルの調整因子]モデル1：年齢、性別、スクリーニング検査の年、モデル２：モデル１＋施設、アルコール摂取、喫煙、定期的な運
動、教育レベル、脂質異常症の既往、脂質異常症の薬剤、モデル３：モデル２＋BMI、収縮期血圧、空腹時血糖、HOMA-IR、尿酸値、CRP、
モデル４：モデル３＋シフト勤務、総KOSS-SF スコア

Table 2. 1週間の勤務時間とCKDの発症
J Occup Health. 2021;63:e12266. 

(図) 52時間超勤務群では、35-40時間勤務群に比べて、
CKD発症リスクが約2倍（調整後ハザード比）高い。
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労働に関わる事項とCKD発症進行のリスクの関連についてのエビデンス②

夜間勤務によるストレスはCKD発症のリスク

○ 鉄鋼業に従事する労働者6,869人を対象としたコホート研究で、累積夜間勤務回
数が多くなることは、腎機能低下の発生の増加やeGFR値の低下に関連した。

○ 健診受診した労働者18,190人を対象としたコホート研究で、シフト勤務は腎機能
低下発生の増加に関連した。 Ann Occup Environ Med. 2023; 35: e22.

Int J Environ Res Public Health. 2020 ;17:9035.

(図) シフト勤務の方が、日中の仕事に比べてeGFR減少のオッズが約4倍（調整後オッズ比）高い。

(図) 累積夜間勤務回数が多くなるほど、日中勤務と比較して、腎機能低下の
発生オッズ比は高くなり、eGFRはマイナスになる。
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労働に関わる事項とCKD発症進行のリスクの関連についてのエビデンス③

睡眠不足はCKD進行のリスク

Table3. 1601人のCKD患者における睡眠時間と末期腎不全の発生

睡眠時間(h) NRI (95% CI)

≤5.0 5.1–6.0 6.1–7.0 7.1–8.0 ≥8.0 of Sleep Duration

人数 152 300 541 420 188

末期腎不全の発生数 (%) 29 (19) 43 (14) 82 (15) 83 (20) 45 (24)

発生レート (/人年) 0.057 0.041 0.043 0.058 0.073

末期腎不全発症の調整後ハザード比(95% CI)

モデル1 1.29 (0.85 to 1.97) 0.98 (0.68 to 1.42) 1.00 (reference) 1.31 (0.96 to 1.78) 1.70 (1.17 to 2.47)a 0.10 (0.02 to 0.18)a

モデル2 2.21 (1.44 to 3.39)a 0.98 (0.67 to 1.43) 1.00 (reference) 1.20 (0.88 to 1.63) 1.54 (1.06 to 2.24)a 0.15 (0.02 to 0.28)a

モデル3 2.27 (1.48 to 3.50)a 1.01 (0.70 to 1.48) 1.00 (reference) 1.24 (0.91 to 1.69) 1.56 (1.07 to 2.27)a 0.15 (0.05 to 0.26)a

モデル4 2.05 (1.31 to 3.21)a 0.98 (0.67 to 1.44) 1.00 (reference) 1.22 (0.89 to 1.66) 1.48 (1.01 to 2.16)a 0.12 (0.02 to 0.26)a

[各モデルの調整因子]モデル 1 ：年齢、性別. モデル 2 ：モデル１＋eGFR、尿中アルブミン量. モデル 3 ：モデル２＋喫煙、BMI、糖尿病と心血管病の既往
歴、収縮期血圧、レニンアンギオテンシン系阻害薬使用. モデル4 ：モデル3＋Beck depression inventory スコア、催眠薬の使用. a :  p < 0.05

○ 日本の18歳以上の健診受診者を対象としたコホート研究(CKD-JAC研究)で、CKD患
者1,601人において、短時間睡眠は末期腎不全の発症リスクの増加と関連した。

(図) 短時間睡眠（5時間以下）では、睡眠時間6.1～7.0時間に比べて末期腎不全発症リスクが
約2倍（調整後ハザード比）高い。

○ CKD診療ガイドライン2023では、「CKD患者において適度な睡眠は、透析導入や心
血管病の発症を減らす可能性があり、適度な睡眠時間を確保することを提案する」と
推奨しています。

出典：エビデンスに基づくCKD診療ガイドライン2023 日本腎臓学会

Clin J Am Soc Nephrol. 2018;13:1825-1832. 
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労働に関わる事項とCKD発症進行のリスクの関連についてのエビデンス④

運動不足はCKD発症のリスク

○ CKD診療ガイドライン2023では、「肥満を伴わない保存期CKD患者において、
日常的な運動は蛋白尿増加をもたらすことはなく、腎機能や身体的QOLの改善を
もたらす可能性があるため、合併症や心肺機能を含む身体機能を考慮しながら
可能な範囲で行うことを提案する」と推奨しています。

○ 日本の特定健診受診者332,166人を対象としたコホート研究（J-SHC研究）で、
歩く習慣があることは、年間の腎機能の低下速度が緩やかであることに関連した。

出典：エビデンスに基づくCKD診療ガイドライン2023 日本腎臓学会

(図)歩く習慣がある人の方が、予測eGFRの低下が緩徐であり、歩く習慣のない人の方が低下が速い

Journal of Nephrology 2021:34:1845–1853
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CKDが進行すると、就労の支障となる上、
人工透析には多額の医療費がかかります。

末期腎不全に至ると、代表的な透析療法である血液透析では、通常週3回、4時間/回の

治療が永続的に必要であり、透析中は就労が困難となります。末期腎不全の患者さん

一人にかかる医療費は、透析で年間500～600万円、腎移植では初年度800～900万円、2

年目以降は年間200～300万円と言われ、保険医療財政において大きな問題になります。

（出典：腎不全治療選択とその実態 日本腎臓学会、日本透析医学会等作成）

透析まで至らなくとも、CKDが進行し、G3b（eGFR45未満）以降となると、過労を避け、

労務量にも一定の制限が必要となります。また高血圧、骨変化、貧血等を合併し、医

療費が漸増します。

CKDは心血管病の重要なリスク因子とされており、脳卒

中、心筋梗塞等の心血管病を発症すれば患者さんの身体

活動度は低下し、就労能力を大きく低下させることにつ

ながります。

血液透析中はベッド上安静が必要であり、その間就労は困難

16



かつてCKDは治療法が少ない疾患とされていましたが、
近年CKDの治療法は進歩し、治療可能な疾患となってきています。

血清クレアチニン検査と尿検査によりCKDを早期発見し、早期に適切な薬物
介入や栄養指導などの生活療養指導などにつなげることによって、CKDの進
行を抑制し、末期腎不全の発症リスクを下げることができます。

(図) 薬物治療の例として、DAPA-CKDスタディの結果を示す。2021年に原疾患に関わらず「慢性腎臓
病」に対して保険適用を取得したダパグリフロジンは、CKD患者において腎不全関連アウトカムの
発症リスクをプラセボと比較して44%低下させた。

累
積
発
生
率
（
％
）

ランダム化後の期間（月）

腎臓関連複合アウトカム

ダパグリフロジン

プラセボ

N Engl J Med 2020;383:1436-1446.
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食事、運動などの生活療養指導もCKD進行抑制に有効です。

（図２）日本のCKD患者3,015人
を対象に行った多職種が連携し
た生活療養指導の有効性を評価
する臨床研究の結果。介入前後
でeGFR低下の抑制が示された。

Clin Exp Nephrol. 2023;27:528-541.

（図１）早期のCKDの生活療養指導は、いずれも大きな就業制限をかけるものでは
ないが、腎不全の進行を遅らせるために重要。
（出典：厚生労働省腎疾患政策研究事業 普及啓発資材「腎臓で後悔したくないあなたへ」）

図１

図２

18



19



公益社団法人 日本歯科医師会

一般健康診断に

何故歯科を入れる必要があるか？

別 添
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出生率仮定［長期の合計特殊出生率］ 中位仮定［1.36］

死亡率仮定［長期の平均寿命］ 死亡中位仮定 ［男＝85.89年］［女＝91.94年］

2070年2065年2045年2022(令和 4年）＊

8,700万人9,159万人10,880万人12,449万人総 人 口

797万人 9.2%836万人 9.1%1,103万人 10.1%1,450万人 11.6%年少（0~14歳）人口

4,535万人 52.1%4,809万人 52.5%5,832万人 53.6%7,420万人 59.6%生産年齢(15~64歳）人口

3,367万人 38.7%3,513万人 38.4%3,945万人 36.3%3,623万人 29.1%老年(65歳以上）人口

1.令和5年推計
国立社会保障・人口問題研究所は、令和２年国勢調査の人口等集計結果、ならびに同年人口動態統計の
確定数が公表されたことを踏まえ、これらに基づいた新たな全国人口推計を行なった

2. 推計結果の要約の一部抜粋（死亡中位推計）

国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口（令和5年推計）結果の概要より一部改変、総務省統計局資料より

＊総務省統計局 人口推計2022年（令和4年）10月確定値

日本の将来推計人口（令和5年推計）

2
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健康な身体は歯･口腔の健康から
歯周病とからだの病気

全身の様々なところに影響を及ぼす

口腔は食べ物が初めて出会う消化器官です。歯周病で歯が失われ、口腔における咀嚼
が不十分になると他の消化器系全体に影響が出てきます。歯肉と顎骨の炎症を伴う
歯周病は、消化だけでなく、全身の様々な病気に関連していることがわかっています
（赤は生活習慣病 青はそれ以外の歯周病と関係がある病気）

●狭心症／心筋梗塞 ●認知症
●心内膜炎 ●動脈硬化
●糖尿病 ●がん
●幼児の低体重･早産 ●肺炎
●バージャー病 ●肥満

●骨粗鬆症

出典：日本歯科医師会リーフレット「最近、歯医者さんに行っていますか？」一部改変
4
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健康な身体は歯と口腔の健康から
■歯数と平均寿命・健康寿命

自身の歯が多いと、寿命・健康寿命が長く、要介護でいる期間が短い

歯数と平均寿命の関係

75

80

女性

男性

6 8 10 12 14 16 18

一人平均現在歯数（65～74歳）
出典：Fukai K et al.,Geriatr Gerontol Int,2010より改変

85

਴
಑
ํ
୵
␟
ୃ
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（日数）
1350

歯数と健康寿命
男女

健康寿命 要介護でいる期間

37.9033.60
26.58

出典：2017年６月東北大学大学院歯学研究科発表より引用
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1290.20
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噛むことが認知症予防につながる
■歯数・義歯使用と認知症発症との関係

歯を失い、義歯を使用していない場合、認知症発症リスクが最大1.9倍に

65歳以上の健常者を対象として、歯と義歯

の状況を質問紙調査し、その後４年間、認知

症の認定状況を追跡（n=4,425名）した。

年齢、疾患の有無や生活習慣等に関わらず

（年齢、所得、B M I 、治療中疾患、飲酒、運

動、物忘れの自覚の有無を調査済み）歯が

殆ど無く義歯を 使用していない人は、20本

以上歯を有する人と比較して、認知症発生

のリスクが高くなることが示された。

出典：yamamoto et al., Psychosomatic Medicine.2012
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歯の喪失後、
義歯を使わない

２.５倍も
「転倒」しやすい？

自分の歯
20本以上

19本以下
義歯を使用

19本以下
義歯を未使用

1

歯数･義歯使用の有無と「転倒」との関係
20歯以上の者を1とした場合のオッズ比

2.5

出典：Yamamoto T, et al. Dental status and incident falls among older Japanese: 
a prospective cohort study. BMJ Open. 2：e001262, 2012. 7
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出典：日本歯科医師会雑誌Vol.66 No.5 2013-8 8
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9出典：日本歯科医師会雑誌Vol.66 No.5 2013-8
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出典：日歯医学会誌：24,82-86,2005 10
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企業就労者の顎関節症症状に影響を及ぼす寄与因子の検討
（西山 暁、木野孔司、杉崎正志、塚越 香）

対象 ： 都内と近県に本社および工場を持つ企業の従業員2,723名のうち、
質問票に回答した2,423名

➢ 就労者の顎関節症有病率は16.4％と一般集団よりやや高い

➢ 顎関節症群では心理社会的要因総点および習癖行動総点が
高くなる傾向

➢ 顎関節症の発症に影響を与える有意な因子は、男性は不安感、
疲労持続感、TCHおよび起床時症状、女性では疲労持続感と
起床時症状が抽出

11
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1.口を大きく開いたとき，人差し指から薬指を並べた３本指を縦にして入りますか？

（1.すっと入る 2.ほぼ問題ない 3.どちらともいえない 4.やや困難 5.全く入らない）

2.口を大きく開け閉めしたとき，あごの痛みがありますか？

（1.全くない 2.たまにある 3.どちらともいえない 4.しばしばある 5.いつもある）

3.口を大きく開いたとき，まっすぐに開きますか？

（1.いつもまっすぐ 2.たまに曲がる 3.どちらともいえない 4.しばしば曲がる 5.いつも曲がる）

4.干し肉，するめ，タコなど硬いものを食べるとあごや顔が痛みますか？

（1.痛まない 2.たまに痛む 3.どちらともいえない 4.しばしば痛む 5.いつも痛む）

5.仕事，学校，家庭あるいは人間関係でのストレスはありますか？

（1.全くない 2.たまにある 3.どちらともいえない 4.しばしばある 5.いつもある）

6.仕事，学校，家庭あるいは人間関係での不安感はありますか？

（1.全くない 2.たまにある 3.どちらともいえない 4.しばしばある 5.いつもある）

7.現在，ゆううつ感や気分の落ち込み感がありますか？

（1.全くない 2.たまにある 3.どちらともいえない 4.しばしばある 5.いつもある）

8.睡眠や休息をとっても疲労感が続いたり，体のだるさが残りますか？

（1.全くない 2.たまにある 3.どちらともいえない 4.しばしばある 5.いつもある）

9.机に向かって仕事をしているとき，または気分を集中して何かをしているとき，上下の歯は接触していますか？

（1.全くない 2.たまにある 3.どちらともいえない 4.しばしばある 5.いつもある）

10.夜中や朝目覚めたときにくいしばり感覚やあごの疲労感が残っていたことがありますか？

（1.全くない 2.たまにある 3.どちらともいえない 4.しばしばある 5.いつもある）

質問票の内容 出典：日顎誌
J.Jpn.Soc.TMJ22(1):1-
8.2010
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出典：日顎誌J.Jpn.Soc.TMJ22(1):1-8.2010

寄与因子ごとの評価と顎関節症有病率 【就労者における顎関節症】
非顎関節症群、顎関節症群における

寄与因子の合計点数

【就労者における顎関節症】
ロジスティック回帰分析結果
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噛みしめ／TCHとストレス因子の関連性
（山口敦子、高屋正敏、細井美絵、粟野真樹、澁谷智明、根本 博）

対象 ： 某事業所従業員で2020年度のストレスチェック回答者13,429名のうち、
新職業性ストレス簡易調査票（簡易版）、生活習慣とアテネ不眠尺度のアンケート
設問全部に回答した10,480名（男性8,651名、女性1,829名）、平均年齢42.4歳

☞ ストレスや不安感などの心理社会的要因が、睡眠時ブラキシズム
やTCHといった習癖行動の増加を引き起こす

☞ ブラキシズムの自覚は女性や若年者が多く、睡眠障害が併存して
いる可能性が高い

☞ 「噛みしめ／TCH」は、イライラ感、身体愁訴、不安感、活気などの
「心身の健康」とより強く関係

14
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「噛みしめ／TCHとストレス因子の関連性」（山口敦子、高屋正敏、細井美絵、粟野真樹、澁谷智明、根本 博）より作成

15
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※カテゴリー別・単変量解析：t検定

「噛みしめ／TCHとストレス因子の関連性」（山口敦子、高屋正敏、細井美絵、粟野真樹、澁谷智明、根本 博）より作成
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※カテゴリー別・単変量解析：t検定

「噛みしめ／TCHとストレス因子の関連性」（山口敦子、高屋正敏、細井美絵、粟野真樹、澁谷智明、根本 博）より作成
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※カテゴリー別・単変量解析：t検定

「噛みしめ／TCHとストレス因子の関連性」（山口敦子、高屋正敏、細井美絵、粟野真樹、澁谷智明、根本 博）より作成
18
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※多変量解析：ロジスティック回帰分析

「噛みしめ／TCHとストレス因子の関連性」（山口敦子、高屋正敏、細井美絵、粟野真樹、澁谷智明、根本 博）より作成
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出典：公益財団法人8020推進財団会誌8020No.23 2024-3 20
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定期健康診断実施結果職場における歯科からの健康づくり提案

職業性疾病の予防管理から
近年は健康づくりが中心に

医科・歯科連携の労働衛生管理

労働者の健康確保
21
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● 健康保持増進対策の基本的考え方

労働者の健康の保持増進のための具体的措置としては、運動指導、
メンタルヘルスケア、栄養指導、口腔保健指導、保健指導等があり、
各事業場の実態に即して措置を実施していくことが必要とされた

● 健康保持増進対策の推進にあたって事業場ごとに定める事項

＊体制の確立「事業場外資源」
地域の医師会や歯科医師会、地方公共団体等の地域資源と記載された

＊ 健康保持増進措置の内容「健康指導の実施」
労働者の健康状態の把握を踏まえ実施される労働者に対する健康指導
の項目に、歯と口の健康づくりに向けた口腔保健指導が
記載された

「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」
の改正における歯科関係の文言

22
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健康づくりに取り組む５つの実行宣言2025

47都道府県全てにおいて、保険者協議会を通じて、加入者及び医療者と一緒に予防・健康づくり
の活動に取り組む。

具体的な取組（抜粋）
ⅴ）都道府県医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護協会等とともに加入者の健康に関連した社会的課題の把握に取

り組んでいること。

宣言２

宣言４

加入者や企業への予防・健康づくりや健康保険の大切さについて
学ぶ場の提供、及び上手な医療のかかり方を広める活動に取り組む、保険者を2,000保険者以上とする。

具体的な取組（a）（抜粋）
ⅲ）子供や若者の時からの健康な生活習慣づくりにも配慮した生活習慣病予防、全身の健康にも密接に関連する歯科疾患、とりわけ歯
周病予防について学ぶ機会を提供すること。

具体的な取組（ｂ）（抜粋）
ⅳ）歯や口腔の健康は全身の健康に寄与することから、かかりつけ歯科医へ定期的に歯科受診できる環境を整えること。

※具体的な取組（ｂ）については、地域の医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護協会等と連携して取り組むこと。健康
保険組合、共済組合及び国民健康保険組合においては、専門職との連携でも要件を満たすものとする。

宣言５

感染症の不安と共存する社会において、デジタル技術を活用した生涯を通じた新しい予防・健康づ
くりに取り組む保険者を2,500保険者以上、医療機関・薬局を20万施設以上とする。

具体的な取組（抜粋）
ⅳ）遠隔健康医療相談・オンライン診療の普及に取り組むこと。
※ⅳ）については、地域の医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護協会等と連携して取り組むこと。健康保険組合、
共済組合及び国民健康保険組合においては、専門職との連携でも要件を満たすものとする。

誰もが活躍できる社会を実現していくために
日本健康会議

23
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71.7

28.3
そう思う・ややそう思う

あまりそう思わない・そう思わない

日本歯科医師会は２年に１度 15~79歳の男女１万人を対象とした「歯科医療
に関する一般生活者意識調査」を実施しています。
2022年８月に実施した調査の中から、職業が会社員と回答のあった3,297名に
ついての特徴をまとめた。

公益社団法人日本歯科医師会「歯科医療に関する一般生活者意識調査 2022」

歯科医療に関する一般生活者意識調査

これまでの人生を振り返って、もっと早くから、
歯の健診・治療をしておけばよかったと思うか？

24
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42.1

29.1

24.4

4.5

0 10 20 30 40 50

まったくない

ほとんどない

たまにある

よくある

この一年で仕事をしているときに歯や口の問題が気になった割合

48.1

33.5

15.4

3.0

0 10 20 30 40 50

まったくない

ほとんどない

たまにある

よくある

この一年で歯や口の問題が仕事など日常生活に支障をきたした割合

％

％

公益社団法人日本歯科医師会「歯科医療に関する一般生活者意識調査 2022」

あなたは、この1年間に、歯や口の中の問題
(痛くなる、はれる、詰めものがとれる、ものがはさまる等)で、

以下のような経験をしたことがありますか？

25
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口腔疾患が仕事に与える影響

出典：世界経済フォーラム「The Economic Rationale for a Global Commitment to Invest in Oral Health」（202４年５月）
「Appearance of mouth and teeth affects ability to interview for a job」より作成 26
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◆プレゼンティーイズム
出勤しているが、健康上の問題で十分な業務が出来なくなっている状態
これが、健康経営の障害になっている

◆アブセンティーイズム
個人が健康上の問題で欠勤、休職、遅刻など、業務に就けない状態
従来は、この予防と対策が中心だった

アブセンティーイズムとプレゼンティーイズム

AbsenteeismとPresenteeism
以前は

近年は

27
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出典：東京海上日動健康保険組合 「『健康経営』の枠組みに基づいた保険者・事業主のコラボヘルスによる健康課題の可視化」2015年 改変

歯科ではプレゼンティーイズムの
影響のほうがはるかに大きい

歯科

歯科
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Zaitsu T. The Impact of Oral Health on Work Performance of 
Japanese Workers. Journal of Occupational and Environmental 
Medicine 62(2):p e59-e64, 2020.より作成

歯周病によるプレゼンティーズム

歯周病の従業員は、口腔内が健康な従業員に比べて

プレゼンティーズム 2.01倍
（1.03-3.92   95% 信頼区間）
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一般健康診断に“歯科”が望まれる理由＜まとめ＞

60代以上の労働者

VDT作業

ストレス

【背景】

30

☞ 歯周病は全身の健康と関係

☞ 健全な口腔環境で転倒防止につながる

☞ VDT作業の増加で顎関節に影響

☞ ストレスによりブラキシズム発現し、全身への伝達を予防

【理由】
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令和 6 年 8 ⽉ 30 ⽇ 
厚⽣労働省 労働基準局安全衛⽣部 

労働衛⽣課⻑ 佐々⽊孝治 様 

公益社団法⼈ ⽇本眼科医会 
  会⻑ ⽩根雅⼦ 

 
労働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断における新たな検査項⽬の追加に係る要望書 

 
⽇本眼科医会では、労働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断における新たな検査項⽬として、眼底検査の追加

を要望します。 
 

●対象とする健診項⽬ 

眼底検査（無散瞳眼底カメラ） 

視機能低下・眼疾患により転倒災害の増加、休業⽇・費⽤の増加および労働⽣産性の低下が⽣じる
（資料 図 1~10b）。労働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断では、眼疾患の発⾒と治療につながる視
機能の確認に視⼒検査は⽋かせない。⼀⽅、視機能が⼤幅に低下する疾患（視覚障害原因）の約
80％は眼底疾患（資料 図 11）であるものの、進⾏するまで視⼒検査では発⾒できない。特に緑内障
の有病率は 40 歳以上の 20 ⼈に 1 ⼈と⾮常に⾼い。 
視機能を守るためには視⼒検査と併せて眼底検査（無散瞳眼底カメラ）の導⼊が必要である。 

●業務起因・業務増悪 
眼底疾患は下記に⽰すような状況で、業務による増悪が認められる 
Ø 網膜⾎管障害 

交代勤務や⻑時間労働、⾼ストレス業務 
⇒糖尿病・⾼⾎圧のコントロール不良/脳・⼼⾎管イベントや微⼩⾎管障害の増加 
⇒糖尿病網膜症、網膜⾎管閉塞性疾患の発症や進⾏ 

Ø 緑内障 
交代勤務や⻑時間労働、⾼ストレス業務 
⇒網膜・視神経の循環不全による視野⽋損の進⾏ 

●事後措置 
１．受診勧奨：判定区分が要受診・要治療の労働者。 
２．他の検査結果（視⼒・⾎糖・⾎圧等）と合わせて強い受診勧奨：視⼒低下＋眼底写真で有所⾒、もしくは

⾎糖/⾎圧コントロール不良＋眼底写真で有所⾒である労働者。 
３．強い受診勧奨＋治療と仕事の両⽴⽀援を検討：前増殖型糖尿病網膜症・増殖型糖尿病網膜症、Wong-

Mitchell分類中等症の労働者。これらは未治療で経過すると数年以内に重症化すると予想されるため。 
４．就業制限の検討＋強い受診勧奨：未治療の増殖型糖尿病網膜症、未治療の網膜剥離、Wong-Mitchell分類重

症（出⾎・⽩斑・乳頭浮腫）の労働者。これらは未治療で経過すると数週間〜数か⽉以内に急激な視⼒低
下をきたすため、労災予防の観点から危険作業等の制限が必要な場合がある。 

※以上を踏まえ、眼科関連検査の事後措置マニュアルを作成中である（2025 年⽇本産業衛⽣学会にて発表予定） 
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●検査の⽬的、対象、⽅法 
【⽬的】視⼒検査では検出が難しい眼底疾患等を早期に発⾒し、視機能の維持を図ること 
【対象】若年層でも健診の眼底検査で⽬の異常が発⾒されているため雇⼊時健康診断、および有所⾒率の⾼い

40 歳以上の定期健康診断での実施 （図 12） 
【⽅法】無散瞳眼底カメラを使⽤した撮影を⾏う 
  
●検査の精度および有効性、基準値 
【精度】 
Ø 眼底読影の結果に基づき、眼科医療機関と連携して管理を⾏うことでより精度を向上させることができる 
Ø 早ければ 2025 年に上市予定の眼底写真 AI 判定プログラムの併⽤で、さらなる読影精度の向上と効率化が期
待される 

【有効性】 
Ø 健診結果に基づく適切な対応により、視機能の維持・向上が図られ、労働安全性の確保や労働⽣産性の改
善が期待できる 

Ø PHR（personal health record）の運⽤にあわせて、検査データの活⽤も期待される 
【基準値】 
Ø 網膜⾎管判定 

網膜⾎管（⾼⾎圧/動脈硬化）については、網膜動静脈の変化に眼底出⾎、網膜⽩斑等の所⾒を加えて 
以下の分類を使⽤し判定 
・Wong-Mitchell分類 
・Scheie分類 
・Keith-Wagener分類等 

Ø 緑内障判定 
視神経乳頭陥凹⽐率 70%未満は正常とみなすが、視神経線維束⽋損、乳頭出⾎等の異常所⾒がある場合
は、これを考慮して判定 

Ø 糖尿病網膜症判定 
改変Davis分類等を使⽤して判定 

Ø その他 
透光体の異常（⽩内障、⾓膜混濁等）、⻩斑異常（前駆病変を含む）、網脈絡膜萎縮・変性等の発⾒も可能 

 
●健診の運⽤ 
Ø 無散瞳眼底カメラの設置 
最⼩サイズ：36×45cm、⼤型眼底カメラでも 45×45cm の光学台に搭載可能。バスによる巡回健診での
使⽤実績が豊富。 

Ø 所要時間 
⽚⽬ 30秒、両⽬で 1 分程度。⾮侵襲で、無散瞳のため検査後速やかな業務復帰が可能。 

Ø 撮影者 
（准）看護師、保健師、臨床検査技師、視能訓練⼠等の有資格者が担当 

Ø その他 
協会けんぽでは、2024 年から眼底検査（付加健診）の対象年齢を拡⼤している 
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●検査費⽤ 
Ø 健診団体でのオプション料⾦： 両眼で 800-2000円程度 
〈参考〉診療報酬点数：D256 眼底カメラ撮影（⽚眼、両眼の区別なし）  

アナログ撮影 54点（540円）デジタル撮影 58点（580円） 
 
●健康情報の把握 
Ø 写真読影結果は、各種分類も利⽤し、単語や数字でデジタル管理が可能である 
Ø 眼底検査の結果を企業に開⽰することを望まない労働者の⽐率は、既存の検診結果と⼤きな差がないと思
われる 
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資料（データ） 

【要約】 

【視機能低下が労働に与える影響】 

1. 転倒労災への影響 
視⼒低下と転倒災害には強い相関がある。緑内障は進⾏するまで視⼒は落ちないが視野が⽋損し、眼疾患の
中では転倒リスクが特に⾼い。運動や⽬の検査・治療で転倒を減らすことができる。 

   
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

1. 転倒災害と視覚：視機能の低下と転倒事故には強い相関がある。（図 1,2,3） 
2. 転倒予防：適切な対応（運動や⽬の検査・治療）により、転倒を減らすことができる。（図 4） 
3. 労働⽣産性への影響：全⾝の様々な症状の中で、⽬の不調はプレゼンティーイズム（健康に問題を抱えな

がら仕事を⾏っている状態）における年間喪失額が⼤きい。（図 5） 
4. 緑内障による作業効率の低下：早期から中期の緑内障患者は、健常者に⽐べて読書速度が有意に低下して

いる。（図 6） 
5. 緑内障とうつ・交通事故：緑内障によりうつが増加する。緑内障が進⾏すると交通事故のリスクが増加す

る。（図 7,8） 
6. 糖尿病の合併症：糖尿病の合併症の中で、眼の障害は年間の休業⽇数に⼤きな影響を与える。（図 9） 
7. 糖尿病の眼合併症による損失：糖尿病に眼合併症が加わると、休業⽇数および休業に伴う費⽤が著しく増

加する。（図 10ab） 
8. 視覚障害と労働：視覚障害は労働安全・労働効率に⼤きな影響をおよぼす。⼀度失われた視⼒は回復が困
難なことが多く、早期発⾒が⾮常に重要である。視覚障害を引き起こす疾患の約 80%は眼底疾患で、眼底
検査で検出できるが、視⼒検査では早期発⾒が難しい。（図 11）健診の眼底検査での有所⾒率は⾼い。
（図 12） 

 

図 2 ⼊院患者における転倒リスク増加要因 図 1 ⼩売業(60 歳代）での転倒災害との関連 
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2. ⽬の不調はプレゼンティーズムにおける損失額が⼤きい 
 
 

 
 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

図 3 眼疾患と転倒リスク 図 4 予防的アプローチによる転倒リスク低減効果 

図 5 全⾝の各種症状によるプレゼンティーイズムにおける損失（⽇本⼈のデータ） 

54



 6 

3. 緑内障の影響 
 

Ø 早期〜中期でも、緑内障患者は⽇本語の最⼤読書速度が有意に（p<0.01）遅くなるため作業効率が落ちる
恐れがあり、眼底検査での緑内障の早期発⾒による視野維持が重要である 

Ø 緑内障患者はうつになるリスクが⾼い 
Ø 緑内障が進⾏するほどに、交通事故のリスクが⾼まる 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 6 早期〜中期の緑内障患者における最⼤読書速度の低下 

図 7 緑内障患者におけるうつ発症リスク 図 8 緑内障の進⾏度と交通事故リスクの関連性 
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 7 

 
糖尿病眼合併症の影響 
Ø 2型糖尿病合併症の労働者の年間休業⽇数は、眼合併症の影響が⼤きい（2位） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
Ø 糖尿病に眼合併症が加わると、休業⽇数やそれに関するコストが増加する 

 
 

 
 

図 9 66 歳以下における 2型糖尿病の各合併症による年間休業⽇数 

図 10a 糖尿病に眼合併症を併発した場合の 
休業⽇数 

図 10b 糖尿病に眼合併症を併発した場合の 
休業による発⽣コスト 
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【視覚障害原因は視⼒検査では早期発⾒ができない】 

視機能が⼤幅に低下する疾患（視覚障害原因）の約 80％は眼底疾患だが、眼底疾患の多くは早期には視⼒検
査では検出できず、眼底検査（無散瞳眼底カメラ）が必要である。健診の眼底検査での有所⾒率は年齢ととも
に増加するが、若年でも⽬の異常が発⾒されている。 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【参考⽂献】 
 
Ø ⽬の病気の早期発⾒のためには眼底検査が⼤切です。（⽇本眼科医会） 
https://www.gankaikai.or.jp/info/detail/kensindaiji.html 

Ø 緑内障ってどんな病気？（⽇本眼科医会） 
https://www.gankaikai.or.jp/info/detail/glaucoma.html 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 11 視覚障害の原因疾患 図 12 健診での眼底検査の有所⾒率 
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労働安全衛生法の検査項目見直しにおける心電図検査の維持の要望 

令和 6 年8 月22日 

厚生労働大臣 武見敬三殿 
一般社団法人日本循環器学会 代表理事 小林 欣夫 
一般社団法人日本循環器協会 代表理事 小室一成 

一般社団法人日本不整脈心電学会 理事⻑  夛田  浩 
一般社団法人日本心不全学会 理事⻑ 絹川 弘一郎 

一般社団法人日本循環器病予防学会 理事⻑ 岡村 智教 
一般社団法人日本心臓病学会 代表理事 竹石 恭知 

（公印省略） 
貴職におかれましては、ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

この度、厚生労働省において、「労働安全衛生法に基づく一般健康診断の検査項目等に関する検討会」が
開催されていることを拝察いたしました。本検討会の主たる目的である女性の健康に関連する項目の強化
について、少子高齢化の進展に伴う日本の労働環境において、女性労働者の健康支援が必要不可欠である
ことに異論はございません。一方、労働安全衛生法における定期健康診断の心電図検査は、平成元年の改
訂で、「高齢化社会の著しい進展等により脳血管疾患等の成人病を有する労働者が増加したことから、労
働者一人一人に着目した疾病の予防・早期発見のための項目を充実化するため」に導入された経緯があり
ます。現状、60歳以上の高齢労働者が職域に占める割合は18.2％に達しており、今後もその増加が見込ま
れます。令和5年度における脳・心臓疾患の労災請求は1023件、そのうち216件（うち死亡58件）が労災認
定されており、60歳以上の高齢労働者が54件（うち死亡13件）に上る一方で、40歳未満でも13件（うち死
亡3件）が認定されている事実は看過できません。労働者の包括的な健康管理には心電図検査が不可欠であ
り、日本循環器学会及び関連学会・協会としては、労働安全衛生法に基づく職域健診における心電図検査
の継続を強く要望いたします。 

 

1. 心電図検査の重要性 

心電図検査は、循環器病のリスク評価において極めて重要です。その有効性は、日本の健診制度、特に特
定健診では高血圧による臓器障害の評価に加えて「心房細動」などの不整脈の検出にまで及んでいます。
労働安全衛生の観点からも、不整脈の評価は重要であり、自動車運転の可否等の就業配慮を検討するため
にも必要不可欠な検査です(1-2)。また、心血管疾患・突然死・失神・心房細動による脳梗塞のリスク評価
にも有用であり、平成30年度から始まった第3期特定健診制度では、心電図検査は高血圧の重症度評価と
心房細動スクリーニングに焦点を当てた実施基準となっており、これは令和６年度からの第４期でも引き
継がれています。 

 

２．心電図検査の有用性に関するエビデンス 

心電図検査の有用性は、厚生省（当時）の循環器疾患基礎調査受検者の⻑期追跡調査（National 
Integrated Project for Prospective Observation of Non-Communicable Disease and its Trends in the 
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Aged, NIPPON DATA）から数多く報告されています(3-7)。我が国の代表的コホート研究である久山町研
究でも、健診時の病型別の心電図所見と予後との関連性が示されています(8)。また勤務者の健康保険であ
る全国健康保険協会の370万人のビッグデータを解析した最近の研究では、35〜65歳（平均年齢47.1歳）
の健診受診者を5.5年追跡した結果、心電図異常があった受診者は、そうでなかった受診者に比べて有意に
全死亡および循環器病による入院が多いことも示されています(9)。この研究では、軽微な心電図異常が進
行して重大な心電図異常に発展することも明らかにされています。したがって、健診における定期的な心
電図検査が循環器病のハイリスク者を発見し、その早期予防に繋がることは明白と考えております。 

 

３．AI技術による心電図解析の展望 

今後、従来から用いられている自動診断に加え、AI（人工知能）による安静時12誘導心電図解析が導入さ
れることで、「高血圧」の二次的所見である左室肥大や心機能の推定、将来的には心房細動・心不全の予
測も期待されています。特に、高齢者の心不全は女性に多く見られることから、現在議論されている女性
労働者の健康管理においても心電図検査は不可欠なものと考えます。これらの技術は、健診にかかる人件
費の削減も期待され、医療DXの推進により労働者の生涯にわたる健康管理に寄与することができます。日
本循環器学会は、心電図検査の産業衛生学的意義を明確にし、保健指導や就業措置に繋げるべく、関連学
会・協会と連携し、基盤整備・具体的な指針の作成・制度管理に向けて尽力する所存です。 

 

参考文献 

(1) 平成 26 年度 労災疾病臨床研究事業補助金 研究事業 総括・分担研究報告書「作業関連疾患の
予防等に資する一般定期健康 診断を通じた効果的な健康管理に関する研究 (研究代表者 大久保
靖司)」 
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断の 検査項目等に関する社会状況等の変化に合った 科学的根拠に基づく検討のための研究(研
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定期的な心電図検査は心血管疾患リスク評価に有用

1. 心電図異常は将来の心血管疾患発症を予測 2. 軽度心電図異常は重度心電図異常発症をも予測

症状発症前に心血管疾患の
早期発見・治療開始を可能に

より詳細な心血管疾患
リスク管理にも貢献

Yagi et al. JAMA IM, 2024*心血管疾患：心不全・心筋梗塞・脳卒中による入院＋全死亡

正常心電図
軽度異常一つ
軽度異常二つ以上
重度異常

正常心電図
軽度異常一つ
軽度異常二つ以上
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心電図 x AIの可能性

AUROC = 0.92
95% CI = (0.89−0.95)

N = 2,710
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AI が大量の心電図を学習することにより、人間の医師よりも高精度で隠れた心疾患を
心電図のみから高精度で検知する手法・エビデンスが本邦発で確立しつつある

心不全(左室収縮能低下) 心アミロイドーシス 心房中隔欠損症肥大型心筋症

心電図検査が豊富な日本だからこそ可能となった研究も多い
採血検査のような数値情報とは別次元の複雑な情報を含み、AI解析の可能性大

心電図検査を行い、必要に応じてAI心電図を健診現場に実装することで、医療
費適正化及び効率的な心血管疾患の診断・予測が世界に先駆けて可能に

Goto et al. Nature Com, 2021; Goto et al. Circulation, 2022; 
Yagi et al. 2022, EHJ-DH; Miura et al. eClin Med, 2023
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